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日本経済の中心、東京

東京の経済基盤と特色

2017年の東京の経済の動き
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大きな経済基盤を有する一方で、少子高齢化が進行する東京

ヒト、モノが行き交い、国際化が進む東京

金融機能や研究開発機能が集積し、成長分野との連携が期待される東京
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農林水産業

東京経済の概況

東京の産業
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〜本書のご利用にあたって〜

東京の雇用就業

	1	 本書で用いた資料については、発表時の組織名で記載しています。

	2	 本書中の業種名は、原則として日本標準産業分類（第13回改定）によるものです。中分類、
小分類等は、本産業分類に基づく分類を表しています。なお、個々の図表については参照資
料の分類に基づいています。

	3	 「事業所・企業統計調査」、「経済センサス」を用いたデータは、特に注記しているものを除き、
原則として民営事業所のものです。公務等を含めた数値を用いる場合には、「総数」である旨
を表記しています。

	4	 主として「東京の産業」において、「事業所・企業統計調査」（2006年まで実施）、「経済セン
サス」（2009年から実施）を活用して、業種ごとの事業所数・従業者数及びその推移を示し
ています。「経済センサス」は「事業所・企業統計調査」と調査の対象は同じですが、調査手
法が以下の点において異なります。そのため、「事業所・企業統計調査」の値からの変化が
全て増加・減少を意味するわけではありません。
○商業・法人登記等の行政記録の活用
○会社（外国の会社を除く）、会社以外の法人及び個人経営の事業所の本社等におい
て、当該本社等の事業主が当該支所等の分も一括して報告する「本社等一括調査」
の導入　等

	5	 資料によっては、端数処理等の関係で、合計と内訳が一致しない場合があります。



東京経済の概況

日本経済の中心、東京

１億2,709万4,745人
人 　 口

（2015年）
37万7,974㎢

面 　 積

（2017年）
5,891万9,306人

就業者数

（2015年）

535万9,975所
事業所数（民営）

（2016年速報）

35万6,752所　
工場数

（2015年）

140万7,235所
卸売業,小売業事業所数

（2014年）

314兆7,832億円
製造品出荷額等

（2015年）

478兆8,284億円
卸売業,小売業商品販売額

（2014年）

78兆2,907億円
輸出額

（2017年）

学校数　780校
学生数　289万880人

大　　学

（2017年度）

75兆3,050億円
輸入額

（2017年速報）

5,641所
自然科学研究所数　

（2014年）

3,175社
外資系企業数

（2017年）

539兆2,543億円
　　国内総生産（名目）

（2016年度）

5,852社
資本金10億円以上企業数

（2016年速報）

305万7千円
一人当たりの県民所得（全県計）

（2014年度）

486兆1,127億円
銀行（国内銀行）貸出残高

（2017年12月末）

70.6％
第3次産業有業者の割合

（2012年）
100兆6,090億円

サービス業総生産（名目）（全県計）

（2014年度）
６万4,527所

情報通信業の事業所数

（2016年速報）

2,869万人
訪日外客数

（2017年速報）

163万3,861社
会社企業数

（2016年速報）
99.7％

中小企業比率

（2014年）

【資料】 （株）東洋経済新報社「外資系企業総覧」
内閣府「国民経済計算」
内閣府「県民経済計算」
日本銀行「預金・貸出関連統計」
日本政府観光局（ＪＮＴＯ）「訪日外客数・出国日本人数」

総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査 製造業（産業編）」
財務省「貿易統計」
経済産業省「商業統計調査」
文部科学省「学校基本調査」
総務省「就業構造基本調査」

総務省「国勢調査」
国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」
総務省「経済センサス−基礎調査」
総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」
中小企業庁「中小企業白書」

※国及び地方公共団体の事業所を含む。

※ 2011 年基準
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日本経済の中心、東京

1,351万5,271人（10.6％）
人 　 口

（2015年）
2,194㎢（0.6％）

面 　 積

（2017年）
800万6,399人（13.6％）
　　就業者数（従業地ベース）

（2015年）
1,592万405人

昼間人口

（2015年）

62万3,656所（11.6％）
事業所数（民営）

（2016年速報）

2万7,142所（7.6％）
工場数

（2015年）

15万7,968所（11.2％）
卸売業,小売業事業所数

（2014年）

８兆5,452億円（2.7％）
製造品出荷額等

（2015年）

167兆8,596億円（35.1％）
卸売業,小売業商品販売額

（2014年）

17兆4,899億円（22.3％）
輸出額（東京港･羽田空港･成田空港）

（2017年速報）
24兆7,770億円（32.9％）
輸入額（東京港･羽田空港･成田空港）

（2017年速報）

889所（15.8％）
自然科学研究所数　

2,422社（76.3％）
外資系企業数

（2017年）

104兆3,392億円
都内総生産（名目）

（2015年度）

2,973社（50.8％）
資本金10億円以上企業数

（2016年速報）

451万2千円（147.6％）
一人当たりの都民所得

（2014年度）

206兆5,316億円（42.5％）
銀行（国内銀行）貸出残高

（2017年12月末）

81.5％
第3次産業有業者の割合

（2012年）
19兆9,806億円（19.9％）
サービス業総生産（名目）

（2014年度）
2万2,062所（34.2％）

情報通信業の事業所数

（2016年速報）

1,310万人
訪都外国人旅行者数

（2016年）

24万8,990社（15.2％）
会社企業数

（2016年速報）
98.9％

中小企業比率

（2014年）

学校数　138校（17.7％）
学生数　75万4,388人（26.1％）

大　　学

（2017年度）

【資料】 （株）東洋経済新報社「外資系企業総覧」
東京都「都民経済計算 速報・見込」
内閣府「県民経済計算」
日本銀行「預金・貸出関連統計」
東京都産業労働局「東京都観光客数等実態調査」

総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査 製造業（産業編）」
東京税関「貿易概況」
経済産業省「商業統計調査」
文部科学省「学校基本調査」
総務省「就業構造基本調査」

総務省「国勢調査」
国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」
総務省「経済センサス−基礎調査」
総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」
東京都産業労働局調べ

注　カッコ内は全国比。サービス業生産額における「サービス業」は、日本標準産業分類の「サービス業（他に分類されないもの）」と一致しない。
　　工場数は、実際に製造活動が行われている製造業の事業所の数。

（2014年）

※ 2011 年基準

※国及び地方公共団体の事業所を含む。
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大きな経済基盤を有する一方で、少子高齢化が進む東京
東京経済の概況
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一国に匹敵する経済規模を有する東京　　

情報通信業の事業所が集積

第３次産業の企業数の割合が
全国と比べて高い

医療 , 福祉分野、情報通信業の開業が進む

中小企業が全企業数の98.9％を占める
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注 2015 年（暦年）で比較。ただし、東京都は 2015 年度（4/1 〜 3/31）、オーストラリア
は 2015 年度（7/1 〜 6/30）。都内総生産は、「平成 27 年度　国民経済計算年報」（内閣府　
経済社会総合研究所）より計算した為替レート（1 ドル＝ 120.13 円）を用いて換算している。

資料 東京都「都民経済計算年報」

資料 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 事業所数１万所以上の産業大分類を記載。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 中小企業数 1,000 以上の産業大分類を記載。中小企業及び小規模企業は中小企業基
本法の定義による。企業産業分類、常用雇用者数の不詳及び資本金階級の不詳により、
中小企業事業所か大企業事業所か判別できない値を除く。中規模企業数は中小企業
数から小規模企業数を引いた値。中小企業比率＝中小企業数 / 企業総数× 100。

資料 総務省「経済センサス−基礎調査」を産業労働局で再編加工

注 県内総生産上位６都府県。
資料 内閣府「県民経済計算」

1984年以前 85～94年 95～2004年 05年～09年 10年以降 不詳
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注 事業所数１万所以上の産業大分類を記載。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」
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大きな経済基盤を有する一方で、少子高齢化が進む東京
東京の経済基盤と特色

2 3
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都内総生産は３年連続の
マイナス成長が見込まれる　　

都内総生産に占める
第３次産業の割合は約９割　

少子高齢化が進み、人口構造は大きく変化

高齢化率は各国との比較でも高い 合計特殊出生率は全国を下回る

注 2015年以前は「国勢調査」に基づく実績値。2020年以降の全国は国立社会保障・人
口問題研究所による推計値。2020年以降の東京都は東京都政策企画局による推計値。

資料 総務省「国勢調査」、東京都「2020 年に向けた実行プラン」、国立社会保障・人口
問題研究所「日本の将来推計人口」

注 高齢化率は 65 歳以上人口が総人口に占める割合。東京、日本の 2015 年以前は「国
勢調査」に基づく実績値。2020 年以降の東京都は 東京都政策企画局による推計値。
全国の 2020 年以降は 2010 年「国勢調査」結果を基準人口とした推計値で 2015
年の値と接続しない。それ以外の国はすべて推計値。

資料 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、
 東京都「2020 年に向けた実行プラン」、国際連合「World Population Prospects」

注 2005 年以前は「国勢調査」に基づく実績値。2010 年と 2015 年は国勢調査の結
果をもとに世帯不詳を按分した基準世帯数。2020 年以降は東京都政策企画局によ
る推計値。

資料 総務省「国勢調査」、東京都「2020 年に向けた実行プラン」

注 東京、日本は 2016 年まで、それ以外の国は 2015 年までの数値。
資料 東京都、厚生労働省「人口動態統計」、世界銀行「World Development Indicators」

注 2015 年度は速報値、2016 年度は見込値。
資料 東京都「都民経済計算」、「都民経済計算　速報・見込」

注 輸入品に課される税・関税、総資本形成に係る消費税の控除を除く。
資料 東京都「都民経済計算」

都内総生産の対前年度増加率（実質：連鎖方式）の推移（東京） 経済活動別都内総生産（名目）・第３次産業比率の推移（東京）
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ヒト、モノが行き交い、国際化が進む東京
東京経済の概況

1 羽田空港における国際線の乗降客数及び貨物取扱量は年々増加

2

4 5

3東京港の輸出入総額は国内２位

多くの外資系企業が集積 企業の海外進出が活発

東京港における輸出入額は増加に転じた　

注 輸出入総額上位 10 位の港。
資料 財務省「貿易統計」

注 ３月時点。親企業が複数ある場合は重複して集計。都道府県別企業数は、上位５都
府県まで掲載。

資料 （株）東洋経済新報社「外資系企業総覧」

注 構成比は上位６空港を掲載。
資料 国土交通省「空港管理状況調書」

注 2017 年は速報値。香港及びマカオは中国に含まない。
資料 財務省「貿易統計」

注 各年度末現在。ＡＳＥＡＮ４：マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン。ＮＩＥｓ３：
シンガポール、台湾、韓国。現地法人とは、海外子会社（日本側出資比率が 10％以
上の外国法人）と海外孫会社（日本側出資比率が 50％超の海外子会社が 50％超の
出資を行っている外国法人）の総称。

資料 経済産業省「海外事業活動基本調査」、RESAS を基に東京都産業労働局で作成（元
データ：経済産業省「海外事業活動基本調査」再編加工）

（百万人） （万トン）

乗降客数・貨物取扱量の推移（羽田空港）
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東京の経済基盤と特色

6

8

10

7

9

11

近隣県からの通勤・通学者が多い

訪日外国人旅行者は近年急激に増加

東京の旅行者数、観光消費額は増加傾向

アジアを中心に多くの外国人が在留

訪日外国人旅行者による消費額は年々増加、
1人当たり旅行支出は近年減少

東京の国際会議開催件数は世界６位

注 昼間人口＝「東京の人口」−「他県で従業・通学する者」＋「他県に住み東京で従業・
通学する者」。

資料 総務省「国勢調査」

注 2017 年の上位７国籍・地域。2017 年の数値は推計値。
資料 日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数の動向」

注 観光消費額とは、訪都旅行者の都内での消費の総額。調査基準が変更されたため、
2009 年以前の値と 2010 年以降の値は単純に比較はできない。

資料 東京都「東京都観光客数等実態調査」
注 2016 年の開催件数上位 10 都市。
資料 日本政府観光局（JNTO)「国際会議統計」

注 １人当たり旅行支出には、パッケージ内訳含む。2017 年の数値は速報値。
資料 観光庁「訪日外国人消費動向調査」

注 各年 12 月末現在。2016 年の上位６区分。2011 年までは旧外国人登録法の「中長
期在留者」に該当しうる在留資格をもって在留する者及び「特別永住者」の数値、
2012 年からは「中長期在留者」及び「特別永住者」の数値。2011 年までの中国に
は台湾を含む。

資料 法務省「在留外国人統計」

東京の昼間人口
1,592万人

従業地・通学地による人口（東京、2015年）

東京の人口1,352万人

他県に住み
東京で従業・
通学する者
291万人

都内で従業・
通学する者
591万人

従業も通学も
していない者
383万人

他県で従業・通学する者
50万人

都道府県別在留外国人
人口構成比（2016年）

国籍・地域別在留外国人数の推移（東京）
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訪日外国人の旅行消費額の推移（全国）
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金融機能や研究開発機能が集積し、成長分野との連携が　　期待される東京
東京経済の概況

1

3

5

2

4

6

預金、貸出金が集中

大学、研究機関が集積

日本居住者の国際特許出願件数は世界２位

国際金融センターとしての
ランキングは世界５位

大学と民間企業との共同研究が年々増加

日本の研究開発支出額は世界３位

都道府県別預金・貸出金構成比（全国、2017年）

東京 35.8 
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注 3 月末の値（国内銀行銀行勘定）。ただし、整理回収機構、ゆうちょ銀行を除く。オ
フショア勘定を含まない。預金には譲渡性預金を含む。上位５都府県まで掲載。

資料 日本銀行「預金・貸出関連統計」

注 大学・大学院数は 2017 年 5 月 1 日現在。学術・開発研究機関数は 2014 年の値（国
及び地方公共団体を含む）。弁理士数は 2016 年末現在。

資料 文部科学省「学校基本調査」、総務省「経済センサス−基礎調査」、特許庁「特許行
政年次報告書」

注 2016 年の上位５国。2016 年は推計値。
資料 WIPO「Patent Cooperation Treaty Yearly  Review」

注 各年９月時点。2017 年９月の上位７位まで掲載。「ビジネス環境」、「金融業の発展
度」、「インフラ」、「人的資本」、「評判」の 5 分野についての関連データと、金融市
場関係者への聞き取り調査結果を指数化したもの。

資料 Z/Yen Group「Global Financial Centres Index」

注 「民間企業以外」とは、国、独立行政法人等、地方公共団体、外国政府機関、外国企
業、その他（大学等）。研究費受入額は共同研究と受託研究の合計。

資料 文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」

注 研究開発支出総額上位 10 位までを掲載。
資料 ＯＥＣＤ資料
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金融機能や研究開発機能が集積し、成長分野との連携が　　期待される東京
東京の経済基盤と特色
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ベンチャーキャピタルの投資先は
ＩＴ関連が約５割

中小製造業の進出が期待される
医療・福祉・介護、環境・エネルギー分野

ロボット産業の市場規模は拡大を続ける

情報化投資はソフトウェアへの投資が大半

医療機器産業の市場規模は拡大傾向

環境産業の市場規模は近年拡大

注 国内向け投資、海外向け投資の合算額による金額比率。
資料 （一財）ベンチャーエンタープライズセンター「ベンチャー白書 2017」

注 複数回答。今後の事業展開で拡充又は新事業分野進出の意向がある企業の回答のみ
を集計。

資料 東京都「東京の中小企業の現状（製造業編）」

注 2010 年４月の市場予測における推計値。ロボテク製品とはロボット技術を活用し
た機器。

資料 経済産業省「ロボット産業の市場動向調査」

注 2011 年価格評価。情報化投資は電子計算機・同付属装置、電気通信機器、ソフトウェ
ア（受託開発及びパッケージソフト）に対する投資。

資料 総務省「ICT の経済分析に関する調査」

資料 厚生労働省「薬事工業生産動態統計調査」

注　　 市場規模は推計値。
資料 環境省「環境産業の市場規模・雇用規模等に関する報告書」

ベンチャーキャピタルの投資分野（金額比率）（全国、2016年度）
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東京経済の概況

データでみる2017年の日本、東京の経済
1

3

5

2

4

6

景気動向指数は2016年10月以降
改善を示している

日経平均株価の年末終値は26年ぶりの高水準

生産指数は３年ぶりに上昇

実質ＧＤＰ成長率はプラスで推移

外国為替市場のドル円相場は安定して推移

機械受注額は5年ぶりに減少

注 ＣＩ、一致指数。シャドーは、景気後退期。2017 年 12 月分改訂値。
資料 内閣府「景気動向指数」

注 2007 年１月〜 2017 年 12 月まで掲載。数値は日々の終値ベース。
資料 © 日本経済新聞社

注 月の値は季節調整値。東京の 2017 年及び 12 月の値は速報値。
資料 東京都「工業指数」、経済産業省「鉱工業指数」

注 2017 年 10 〜 12 月期（２次速報）。年率換算の季節調整値。前期比。
資料 内閣府「国民経済計算」

注 2007年１月〜2017年12月まで掲載。日本銀行発表による中心スポットの月中平均。
資料 日本銀行「各種マーケット関連統計」

注 船舶・電力を除く民需。月の値は季節調整値。
資料 内閣府「機械受注統計調査報告」
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2017年の東京の経済の動き
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貿易収支は２年連続の黒字

国内企業物価指数・
企業向けサービス価格指数はともに上昇傾向

百貨店販売額は増加傾向に転じた

訪日外客数は2,800万人を超える

消費者物価指数の前年同月比は増加に転じた

新規マンション発売戸数は４年ぶりに増加

注 2017 年及び 12 月の輸入額は速報値。
資料 財務省「貿易統計」

資料 日本銀行「国内企業物価指数」、「企業向けサービス価格指数」

注 百貨店、スーパーは既存店。コンビニは全店。広域関東圏は、茨城、栃木、群馬、埼玉、
千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野、静岡の１都 10 県。新車販売台数は、普
通乗用車、小型乗用車、普通トラック、小型トラック、バスの合計で、特殊車、トレー
ラー、その他不明車を除く。

資料 経済産業省「商業動態統計」、( 一社 ) 日本自動車販売協会連合会資料

注 訪日外客数の 2017 年及び 12 月の値は推計値。
資料 日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数・出国日本人数」

注 生鮮食品を除く総合。
資料 総務省「消費者物価指数」

注 都区部と都下を合計し算出。
資料 （株）不動産経済研究所「マンション市場動向」
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東京経済の概況

データでみる2017年の日本、東京の企業の経済環境
13

14

15

16

17

18

中小企業の業況は一進一退で推移

中小企業の資金繰りは改善の動き

中小企業の設備投資は
サービス業を中心に緩やかに回復

法人企業経常利益は
第Ⅱ四半期に過去最高を更新

企業倒産件数は８年ぶりに前年を上回った

オフィス空室率は低下、平均募集賃料は上昇

注 DI ＝「良い」企業割合−「悪い」企業割合。「全体」は四業種全体。
資料 東京都「東京都中小企業の景況」

注 DI ＝「楽」企業割合−「苦しい」企業割合。「全体」は四業種全体。
資料 東京都「都内中小企業の設備投資、資金繰り等の状況」

注 後方４四半期移動平均。「全体」は四業種全体。
資料 東京都「都内中小企業の設備投資、資金繰り等の状況」

注 資本金１千万円以上の企業。季節調整値。金融業、保険業を除いた全産業。　　　
資料 財務省「法人企業統計」

注 負債額1,000万円以上。
資料 東京都「東京の企業倒産状況」、(株)東京商工リサーチ「倒産月報」

注 都心５区は千代田、中央、港、新宿、渋谷。
 基準階面積 100 坪以上のオフィスビル。年データは各年 12 月の値。
資料 三鬼商事 ( 株）「最新オフィスビル市況」
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201314 15 16 17年 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1112月

（円/坪） 2017年
19，173

平均募集賃料

法人企業経常利益の推移（全国）

15.515.5

3.5

20.7
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5
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ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣ
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データでみる2017年の日本、東京の雇用環境
19 20

21 22

23 24

完全失業率は改善が続く 事業主都合による離職者数は減少が続く

上昇が続く有効求人倍率 サービス業を中心に雇用人員の不足感が高まる

現金給与総額は前年よりおおむねプラスで推移 東京の所定外労働時間は
前年よりおおむねマイナスで推移

資料 総務省、東京都「労働力調査」
注 新規求職者のうち、前職が雇用者の離職者。
資料 東京労働局「新規一般常用求職者の実態」

注 月の値は季節調整値。
資料 東京労働局、厚生労働省「職業安定業務統計」

注 DI ＝「不足」とする企業の割合−「過剰」とする企業の割合。「全体」は四業種全体。
資料 東京都「東京都中小企業の景況」

注 事業所規模５人以上。
資料 厚生労働省、東京都「毎月勤労統計調査」

注 事業所規模５人以上。
資料 東京都、厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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完全失業率の推移
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
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有効求人数・有効求職者数・有効求人倍率の推移

2017年年平均
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」
超

中小企業の雇用人員DIの推移（東京）

製造業 卸売業 小売業
サービス業 全体

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
2013 14 15 16 17年

-2.4-2.4

18.2

0.8

23.7

2.1

13.49.0

32.9

2.02.0

22.5

-15
-10
-5
0
5
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15
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35

2017年年平均

月間現金給与総額の推移

40.6 40.9
34.231.4 31.6 27.0

71.2

55.255.2
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-0.9
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全国
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0.50.5

東京

-2
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0
1
2
3
4

（％） （前年比・前年同月比）

東京 全国

2017年年平均

月間所定外労働時間の推移

11.9
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11.1
11.411.4 11.4

東京
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10.8 10.6

全国
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0.7 全国2.3

-4.9
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2017年の東京の経済の動き
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東京の産業−製造業

製造業
1

2

3

事業所数、従業者数等は減少傾向

全国と比べて印刷・同関連業の事業所数、出荷額等の割合が高い

事業所数では城東地域が4割強、出荷額等では多摩地域が6割弱を占める

注 2011 年及び 2015 年の数値は、「経済センサス−活動調査」を基に集計している。2008 年、2011 年、2015 年の数値は、調査時点が異なること等、違いがあ
るため、一部接続しない部分がある。2015 年の出荷額等、付加価値額については、個人経営調査票による調査分を含まない。

資料 東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」

注 構成比５％以上の分類を掲載。出荷額等については、個人経営調査票による調査分を含まない。
資料 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査　製造業（産業編）」、東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」

注 上位 10 区市。出荷額等については、個人経営調査票による調査分を含まない。
資料 東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」

事業所数・従業者数・出荷額等・付加価値額の推移（東京）
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区市町村別事業所数・従業者数・出荷額等（東京、2015年）

副都心都心 城東 城西 城南 城北 多摩 島しょ

（％）
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区市町村別１事業所当たり従業者数・１従業者当たり付加価値額（東京、2015年）
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　　　10人以上20人未満
　　　20人以上30人未満
　　　30人以上

【1従業者当たり付加価値額】
  印なし　500万円未満
　　　　  500万円以上750万円未満
　　　  　750万円以上1,000万円未満
　　　　  1,000万円以上2,000万円未満
　　　　  2,000万円以上
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地域別・中分類別事業所数（東京、2015年）

都心
（926所）

副都心
（1,658所）

（4,373所） （1,841所） （4,756所） （84所）

（12,189所） （1,315所）
城東 城西

城南 城北 多摩 島しょ

901 786
337 307 304 456

190 144 136 119
546 541 440 359 347

46 9 9 9 4

456 
77 69 39 37 

815 

131 90 79 70 

2,077 
1,636 

1,069 1,068 
794 

234 158 110 91 85 

東京の産業−製造業

4

5

多摩地域は、区部よりも従業者規模の大きい事業所が多い

都心・副都心・城西・城北地域では印刷・同関連業、
　　　　城東・城南・多摩地域では金属製品の事業所数が最も多い

注 事業所数、従業者数については個人経営調査票による調査分を含む数値、付加価値額については、個人経営調査票による調査分を含まない数値を用いて算出。
利島村、青ヶ島村の付加価値額は秘匿。

資料 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査　製造業（産業編）」より、東京都産業労働局で算出。

注 「その他の製造業」を除く上位 5 分類。（　）内は各地域内の事業所数。
資料 東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」
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卸売業,小売業
東京の産業−卸売業 ,小売業

卸売業・小売業都内総生産の推移（東京）
（％） （％）（兆円） （兆円）

2006 07 08 09 10 11 12 13 14 15年度15年度

都内総生産に占める卸売業の割合（目盛右） 都内総生産に占める小売業の割合（目盛右）
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卸売業総生産 小売業総生産

1
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2

卸売業都内総生産は低下傾向

業種別では機械器具卸売業、
飲食料品小売業の割合が高い 1事業所当たりの年間商品販売額は増加傾向

事業所数、従業者数、年間商品販売額は、卸売業、小売業とも全国で最も多い

注 名目値。
資料 東京都「都民経済計算」

注 管理 , 補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所を除く。
資料  経済産業省「商業統計調査」

注 2012 年は「経済センサス」、その他は「商業統計調査」による値。管理 , 補助的経
済活動のみを行う事業所、産業細分類格付不能の事業所を除く。

資料　 経済産業省「商業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査 卸売業 ,
小売業 産業編（都道府県表）」

注 上位８都道府県を掲載。管理 , 補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所を除く。
資料 経済産業省「商業統計調査」

都道府県別事業所数・従業者数・年間商品販売額構成比（全国、2014年）
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東京の産業−卸売業 ,小売業

5

6

8 9

7

卸売業では、各種商品卸売業の販売額が全国の９割超を占める

小売業では、百貨店、無店舗販売などの
販売額が全国の２割超を占める

ショッピングセンター数は全国で最も多い 電子商取引は年々拡大

小売業は全国と比べて駅周辺に多い

注 管理 , 補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所を除く。各種商品卸売業とは、総合商社、貿易商社など。
資料 経済産業省「商業統計調査」

注 管理 , 補助的経済活動のみを行う事業所、商品販売額のない事業所、産業細分類が
格付不能の事業所を除く。

資料 経済産業省「商業統計調査」

注 2016 年 12 月末時点で営業中のＳＣ数。上位 10 都道府県を掲載。ＳＣとは、１つ
の単位として計画、開発、所有、管理運営される商業・サービス施設の集合体で、
駐車場を備えるもの。

資料 （一社）日本ショッピングセンター協会資料

注 EC 化率とは、全ての商取引金額（商取引市場規模）に対する、電子商取引市場規
模の割合。卸売業（企業間取引）は、コンピュータを介したネットワーク上で行わ
れる 商取引（広義）とインターネット上で行われる商取引（狭義）を区別。BtoC
の EC 化率は物販系分野における値。

資料 　経済産業省「電子商取引に関する市場調査」

注 市街地型：都市の中心部（駅周辺を除く）にある繁華街やオフィス街に立地する商
業集積地区。住宅地背景型：住宅地又は住宅団地を後背地として、主にそれらに居
住する人々が消費者である商業集積地区。ロードサイド型：国道あるいはこれに準
ずる主要道路の沿線を中心に立地している商業集積地区（都市の中心部にあるもの
を除く）。管理 , 補助的経済活動のみを行う事業所、商品販売額のない事業所、産業
細分類が格付不能の事業所を除く。　

資料 経済産業省「商業統計調査」
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情報通信業
東京の産業−情報通信業

1

3

5

2

4

6

事業所数、従業者数ともに
情報サービス業が多い

都内総生産は増加傾向

スマートフォンの世帯保有率が近年上昇

音声情報制作業、出版業の事業所数は
全国の約６割を占める

都内総生産は全国の約４割を占める

情報通信業の関連産業は裾野が広い

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 名目値。
資料 東京都「都民経済計算」

注 管理 , 補助的経済活動を行う事業所を除く。全産業計、情報通信業計は全国比のみ。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 名目値。
資料 内閣府「県民経済計算」

注 2011 年価格評価。インターネット附随サービス業の分類は 2005 年以降。
資料 総務省「ICT の経済分析に関する調査」

（万人）（百所） 事業所数 従業者数

中分類別事業所数・従業者数の推移（東京）
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資料 総務省「通信利用動向調査」
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金融業,保険業
東京の産業−金融業，保険業

1

3

5

2

4

6

事業所数、従業者数ともに保険業が多い

都内総生産は2年ぶりに増加

国内銀行の預貸率は低下傾向

金融商品取引業の事業所数は
全国の３割超を占める

都内総生産は全国の約４割を占める

東京証券取引所の売買代金は増加に転じた

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 名目値。
資料 東京都「都民経済計算」

注 各年 3 月末の値。預貸率 ={ 貸出金 /（預金＋譲渡性預金）} × 100。なお、信用金
庫の 2013 年以降および信用組合は預貸率 =（貸出金 / 預金）× 100。

資料 日本銀行「預金・貸出関連統計」、信金中央金庫地域・中小企業研究所資料、
 （一社）東京都信用組合協会資料

注 中央銀行、管理 , 補助的経済活動を行う事業所を除く。全産業計、金融業 , 保険業計
は全国比のみ。

資料 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 名目値。上位６位まで掲載。
資料 内閣府「県民経済計算」

注 2013 年７月に旧大阪証券取引所の現物市場を東京証券取引所に統合。
資料 （株）東京証券取引所資料
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中分類別事業所数・従業者数の推移（東京）
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建設業／不動産業,物品賃貸業
東京の産業−建設業／不動産業 ,物品賃貸業

1

1

4 5

2

2事業所数は職別工事業、
従業者数は総合工事業が多い

不動産業の事業所数は貸家業，貸間業が多い

大規模土地取引は工場倉庫を中心に増加 2018年以降に大規模オフィスビルが
大量に供給予定

不動産業の都内総生産は増加傾向

建設業の都内総生産は３年連続増加

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 「住宅等」とは、戸建住宅、共同住宅、分譲地、別荘など。
 「商業施設」とは、事務所、店舗、飲食店、銀行、ホテルなど。
 「工場倉庫」とは、工場、倉庫、資材置場、流通施設など。
 「娯楽施設」とは、劇場、スポーツ施設、クアハウス、ゴルフ場など。
 「農林水産」とは、農業、畜産業、水産業、林業に関するもの。
 「他の目的」とは、病院、駐車場、リサイクル施設、文化施設、学校、福祉関連施設など。
 「資産保有」とは、資産保有、転売など。　　　
資料　東京都都市整備局「東京の土地」

注 事務所延床面積 1 万㎡以上のオフィスビル。都心３区は千代田、中央、港。
資料 森ビル ( 株）「東京 23 区の大規模オフィスビル市場動向調査 2017」

注 名目値。上位７位まで掲載。
資料 内閣府「県民経済計算」、東京都「都民経済計算」

注 名目値。上位７位まで掲載。
資料 内閣府「県民経済計算」、東京都「都民経済計算」

建 設 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

建設業内格付不能
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東京の産業−建設業／不動産業 ,物品賃貸業

7

86

3

3 4

物品賃貸業の事業所数は近年増加

リース売上高は全国の約５割を占める東京の空き家率は横ばいで推移

地価は５年連続で上昇

着工建築物床面積は２年連続増加 建設技能労働者は不足傾向

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 主業の年間売上高。合計は全国比のみ。
資料　 経済産業省「特定サービス産業実態調査」

注 「持ち家」、「民営の借家」、「その他の借家」、「不詳」は、居住世帯のある住宅の所有
関係。「その他の借家」は公営の借家、都市再生機構・公社の借家、給与住宅。「不詳」
は所有関係不詳。「その他」は一時現在者、建築中。

資料 総務省「住宅・土地統計調査」

注　　各年７月１日時点。
資料　東京都「東京都基準地価格」

資料 国土交通省「建築着工統計」

注 季節調整値。８職種（型わく工（土木）、型わく工（建築）、左官、とび工、鉄筋工（土
木）、鉄筋工（建築）、電工、配管工）の計。2002 年１月から 2017 年 12 月までの値。

資料 国土交通省「建設労働需給調査」

（㎢） 用途別着工建築物床面積の推移（東京）
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運輸業,郵便業
東京の産業−運輸業 ,郵便業

1

3

5

2

4

事業所数が減少する一方、
従業者数は増加に転じる

他道府県との旅客輸送の約９割を鉄道が占める

東京発着貨物輸送量のうち約８割が都域内または近隣県発着

都内総生産は全国の約16％

他道府県との貨物輸送の
約８割を自動車が占める

資料 総務省「事業所・企業統計調査」「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 自動車は営業用のみ。
資料 国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」

注 発着都道府県別構成比は上位６位まで掲載。
資料 国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」

注 名目値。上位６位まで掲載。
資料 内閣府「県民経済計算」

注 自動車は営業用及び自家用。
資料 国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」
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宿泊業,飲食サービス業
東京の産業−宿泊業 ,飲食サービス業

1

3

5

2

4

6

ホテル・旅館の施設数は横ばいだが、
　　客室数は増加傾向

ホテル・旅館は都心部に集中

飲食店の事業所数、従業者数はともに近年増加

東京の宿泊施設数は全国５位、
客室数は全国１位　　

延べ宿泊者数、外国人宿泊者数は
ともに全国１位

幅広い業態の飲食サービス業が集積

注 年度末の値。
資料 厚生労働省「衛生行政報告例」

注 年度末の値。ホテル・旅館の客室数の合計。
資料 東京都「福祉・衛生統計年報」

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 年度末の値。上位７都道府県。客室数はホテル、旅館のみ。
 簡易宿所は宿泊する場所を多数人で共有する構造及び設備を主とする施設。　　　
資料 厚生労働省「衛生行政報告例」

注 延べ宿泊者数上位 10 都道府県を掲載。
資料 観光庁「宿泊旅行統計調査」

注 飲食サービス業は「飲食店」、「持ち帰り・配達飲食サービス業」の計。
 管理 , 補助的経済活動を行う事業所を除く。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」
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　都道府県別旅館営業等施設数、ホテル・旅館客室数（全国、2016年度）
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教育,学習支援業
東京の産業−教育 ,学習支援業

1

3

5

2

4

6

事業所数、従業者数はともに近年増加

高等教育機関への進学率は上昇傾向

幅広い業態の教育 ,学習支援業が集積

大学・大学院等が集積

都内の外国人留学生は全国の約４割を占める

教養 , 技能教授業の売上高は全国で最も多い

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 18 歳人口は３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数。高等教育機
関進学率は大学、短期大学、高専４年等在学者及び専修学校（専門課程）入学者の
合計を 18 歳人口で割った値。過年度高卒者等を含む。

資料 文部科学省「学校基本調査」

注 義務教育学校は、小学校から中学校までの義務教育を一貫して行うもの。中等教育
学校は、一つの学校として、一体的に中高一貫教育を行うもの。

資料 文部科学省「学校基本調査」

注 各年５月１日現在。2013 年までは日本語教育機関以外の在籍者数。2014 年より日
本語教育機関とそれ以外の教育機関の在籍者数を合計した数値。2017 年の上位６
位を掲載。

資料 （独）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」

注 主業の年間売上高。上位５位まで。
資料 経済産業省「特定サービス産業実態調査」
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注 管理 , 補助的経済活動を行う事業所を除く。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」
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医療,福祉
東京の産業−医療 ,福祉

1
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5
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4

6

事業所数、従業者数はともに増加傾向

診療所数は増加傾向

介護保険指定事業者数は減少

女性従業者の割合は約７割

保育所等利用申込率は年々上昇

保育・介護人材の有効求人倍率は上昇が続く

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省 ･ 経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 各年 10 月 1 日現在。
資料 厚生労働省「医療施設調査」

注 各年３月１日現在。2007 年以前は特定福祉用具販売の指定事業者数を含まない。
資料 東京都「福祉・衛生統計年報」

注 管理 , 補助的経済活動を行う事業所を除く。
 全産業計、医療 , 福祉計は全国比、女性従業者比率のみ。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 待機児童数は各年４月現在。保育所等利用申込率は、就学前児童人口（各年１月現在） 
に占める保育所等利用申込者数の割合。

資料 東京都資料

注 保育士と介護関連は常用雇用のみ。介護関連とは、福祉施設指導専門員、介護支援
専門員、医療ソーシャルワーカー、家政婦（夫）、家事手伝、施設介護員、訪問介護
職など。介護関連の 2011 年度以前の数値は職業分類の改訂により、2012 年以降
の数値と接続しない。

資料 東京労働局資料
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その他のサービス業
東京の産業−その他のサービス業

1
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5

事業所数は近年増加

デザイン業、法律事務所,特許事務所の
３割超が集積

広告業は事業所数で全国の３割超、従業者数で全国の５割超を占める

広告業、専門サービス業の売上金額は
全国の６割超を占める

専門サービス業、広告業の売上の
7割弱を東京が占める

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 政治・経済・文化団体、宗教、その他のサービス業を除く。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 管理 , 補助的経済活動を行う事業所を除く。全国比上位９業種。業種名は日本産業
分類（第 13 回改定）による。

資料 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 政治・経済・文化団体、宗教、その他のサービス業を除く。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 上位５都府県。必要な事項の数値が得られた事業所が対象。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 必要な事項の数値が得られた事業所が対象。
 政治・経済・文化団体、宗教、その他のサービス業を除く。
資料 総務省「経済センサス−基礎調査」
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学術研究，専門・
技術サービス業
29兆7,906億円

学術・開発研究機関
２兆9,458億円

専門サービス業
10兆5,451億円

広告業
６兆 8,936億円

技術サービス業
９兆4,061億円

（％）
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東京の産業−その他のサービス業
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9

11

美容所数・美容師数は増加傾向、
理容所数・理容師数は減少傾向

回復の兆しが見える国内旅行と
回復傾向にある海外旅行

職業紹介・労働者派遣業の売上の
約4割を東京が占める

興行場 ,興行団の売上は全国でも突出して高い

第１種旅行業者の過半数が集積

職業紹介事業の事業所数、
手数料収入、申込件数は増加している

注 各年度末現在。
資料 厚生労働省「衛生行政報告例」

注 アンケートにより 「良い」「普通」「悪い」「取扱っていない」で評価を求め、「取り扱っ
ていない」( 無回答を含む）の回答を除いたものを母数として回答シェアを算出し
DI に加工。東京方面には横浜・浦安を含む。

資料 （一社）日本旅行業協会「旅行市場動向調査」

注 上位５都道府県。
 必要な事項の数値が得られた事業所が対象。
資料　 総務省「経済センサス−基礎調査」

注 民営の数値。事業所数は各年度末現在の値。
　 なお、2014 年度より新規求職申込件数の計上の基礎を変更した。
資料 厚生労働省「職業紹介事業報告書の集計結果」

注 主業の年間売上高。上位 10 都道府県。
資料 経済産業省「特定サービス産業実態調査」

注 4 月１日現在。上位５都道府県。第１種旅行業者：すべての旅行業務。
 第２種旅行業者：海外募集型企画旅行以外の旅行業務。
 第３種旅行業者：募集型企画旅行（一定のものを除く。）以外の旅行業務。
 旅行業者代理業者：所属旅行業者から委託された業務。
資料 観光庁観光産業課調べ

サービス業（他に分類されないもの）

生活関連サービス業，娯楽業

理容・美容所数、従業理容師・美容師数の推移（東京）
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労働者派遣業
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職業紹介事業の事業所数・新規求職申込件数・手数料収入の推移（全国）
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農林水産業
東京の産業−農林水産業
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多種多様な東京の農林水産物

農家数、漁業経営体数は年々減少

就業者は、農業では６割以上、林業では４割以上、
漁業では５割以上が55歳以上 耕地面積の４分の３以上を多摩地域が占める

注 その地域の特徴的な農林水産物を示したもので、生産量が最も多い農林水産物とは限らない。
資料 東京都産業労働局調べ

注 畑は「普通畑」と「牧草地」の計。農業就業人口は 1990 年以降販売農家のみ集計。農家数は 1990 年以降も販売農家のほか自給的農家を含めた総農家数。
 なお、1990 年から農家の定義が変更された。　　　　
 素材は製材用、合板用、木材チップ用などの原木丸太。林業従事者数の点線部分は産業分類の改定により必ずしも連続していない。
 漁業は内水面を除く。三宅村は三宅島雄山の噴火に伴い、全島避難が続いていたことから、2003 年の調査対象に含まれていない。
資料 農林水産省 「農林業センサス」、「耕地面積調査」、「木材需給報告書」、「漁業センサス」、東京都産業労働局調べ

資料 総務省「国勢調査」
注 7 月 15 日現在。各地域上位２位まで掲載。
資料 農林水産省 「耕地面積調査」
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東京の産業−農林水産業

5

6

生産額は、農業では野菜、林業では素材・きのこ類、漁業ではきんめだいが多い

認定農業者数は増加、農業体験農園数は増加傾向、多摩産材取扱量は11年間で約５倍に増加

注 ２年ごとに掲載。2016 年の値は第１報。
資料 農林水産省 「生産農業所得統計」、「耕地面積調査」

注 各年３月末時点。
資料 東京都産業労働局調べ

注 各年３月末時点。
資料 東京都産業労働局調べ 資料 東京都産業労働局調べ

資料 東京都 「東京都の水産」 資料　 東京都「東京都の水産」

注 素材は、製材用、合板用、木材チップ用などの原木丸太。サカキは 2013 年より農
産物扱い。

資料 東京都「東京の森林・林業」

種類別農業産出額の推移（東京）
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注 第 1 報の数値。
資料 農林水産省 「生産農業所得統計」

29グラフィック  東京の産業と雇用就業  2018



労働力
東京の雇用就業−労働力

1

3

5

2

4

6

東京の労働力人口比率は近年上昇傾向

労働力人口に占める
34歳以下の割合が近年低下

従業者数は卸売業 , 小売業で多く、
女性の従業者数はすべての産業で増加

男女別・年齢別で異なる労働力状態

非正規従業者数は増加傾向

宿泊業 , 飲食サービス業、情報通信業では
若い世代の割合が高い

注 全国の2011年の値は、補完推計値。2011年及び2016年の東京の数値については、基
準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。

資料 東京都、総務省「労働力調査」

資料 東京都「労働力調査」

注 従業者数は 2014 年の値。2014 年の従業者総数 10 万人以上の産業大分類を記載。
資料 総務省 「経済センサス−基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注                「就業者（主に仕事以外）」は、「家事のほか仕事」、「通学のかたわら仕事」、「休業者」の計。
資料 総務省「国勢調査」

資料 総務省 「事業所・企業統計調査」、「経済センサス−基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス−活動調査」

注 「農業 , 林業、漁業」の平均年齢は、「農業 , 林業」と「漁業」それぞれの年齢の平均。
資料 総務省「国勢調査」

就業者（主に仕事） 就業者（主に仕事以外） 完全失業者
非労働力人口
（家事、通学）

非労働力人口
（その他）

不詳

（万人） 男女別・年齢別・労働力状態別15歳以上人口（東京、2015年）

0
20
40
60
80
100
120
140
160
180

15～
24歳

25～
34歳

35～
44歳

45～
54歳

55～
64歳

65歳
以上

15～
24歳

25～
34歳

35～
44歳

45～
54歳

55～
64歳

65歳
以上

男性 女性

13.0

57.5 77.2 72.8 51.5 37.5
13.7

43.4 42.5 36.6 23.0 14.213.0

57.5 77.2 72.8 51.5 37.5
13.7

43.4 42.5 36.6 23.0 14.2
6.8

6.6

7.4

8.0 17.1 20.1
14.7 15.9

3.1
3.1

2.5
30.6

7.7
28.5

11.7
21.8 18.6

21.3 55.1

5.5

63.0

67.6

14.5
27.8

27.4 19.6
10.3

13.5

13.5
24.2

23.2
15.9

7.9

17.0

産業別・男女別従業者数、男女別従業者数増減率(東京、2014年/2012年)

0

40

80

120

160

200 女性 男性
（万人）

4.2 －1.3 0.6 4.9 0.0 3.7 －6.2 －0.3 
9.3 

5.8 －2.5 
12.2 

23.2 

7.5 
9.6 3.4 1.2

7.3 12.8 4.0 1.8 2.8 
11.7 7.4 4.5 

12.6 
21.8 

22.0 

－10
0
10
20
30
（％）

サ
ー
ビ
ス
業

（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

医
療
，福
祉

教
育
，

学
習
支
援
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，

娯
楽
業

宿
泊
業
，

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

学
術
研
究
，

専
門・技
術
サ
ー
ビ
ス
業

不
動
産
業
，

物
品
賃
貸
業

金
融
業
，

保
険
業

卸
売
業
，

小
売
業

運
輸
業
，

郵
便
業

情
報
通
信
業

製
造
業

建
設
業

全
産
業
計

38.8 51.4 61.9 38.7

115.5

21.3 21.4 31.2 43.1 16.0 23.9
56.67.8

19.8 20.5
9.0

83.7

19.0 13.0 15.3
45.8

19.1
54.8

45.3
46.6

71.4 83.3
47.7 40.4 34.6 46.7

88.9

35.1 36.2

78.8
102.1

19.0

199.6

17.2

（％）
0 20 40 60 80 100

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

産業別・年齢別就業者数構成比（東京、2015年）

全産業計
農業,林業、漁業

建設業
製造業

情報通信業
運輸業,郵便業
卸売業,小売業
金融業,保険業

不動産業,物品賃貸業
学術研究,専門・技術サービス業
宿泊業,飲食サービス業
生活関連サービス業,娯楽業

教育,学習支援業
医療,福祉

サービス業（他に分類されないもの）

9.5 

20.3 
10.7 
8.1 

18.9 

13.1 
15.8 

27.9 
14.0 
18.0 
21.7 

11.7 
19.6 

14.8 
19.8 
17.9 
19.5 

13.9 

23.6 
13.4 

23.6 
25.0 

32.5 
22.8 

22.6 
25.0 

15.5 
26.4 

19.2 
19.8 

20.7 
23.1 

19.5 

22.3 
15.0 

24.4 
27.0 

22.7 
25.5 
22.1 
30.7 

17.1 
22.9 
16.9 
18.1 
23.9 
23.5 

20.1 

15.6 
19.7 

18.7 
16.6 

19.9 
15.7 

14.3 
19.8 

15.9 
14.3 
13.9 
20.3 
17.6 

19.6 

12.7 
41.7 

15.9 
12.2 

13.4 
12.1 

32.7 
12.2 
14.5 
17.7 

10.6 
22.7 

15.6 
19.7 

18.7 
16.6 

19.9 
15.7 

14.3 
19.8 

15.9 
14.3 
13.9 
20.3 
17.6 

19.6 

12.7 
41.7 

15.9 
12.2 

13.4 
12.1 

32.7 
12.2 
14.5 
17.7 

10.6 
22.7 

従業上の地位別従業者数の推移（東京）

44.6 臨時雇用者 43.9 38.9
154.0 正社員・正職員以外 243.5 271.1

531.0
正社員・正職員

498.2 532.0

72.8 有給役員
56.5

54.6

無給の家族
従業者 個人業主

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1996 2001 06 09 12 14年

（万人）

865.5
918.5

841.6

就業状態別15歳以上人口、労働力人口比率の推移
（万人） （％）

15歳以上人口（東京）

労働力人口比率（目盛右）

2001 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17年

751.7
768.2

25.122.6
429.2
424.4

62.4 東京 64.465.0

62.0
全国 60.060.5

0

10

20

30

40

50

60

70

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

617.5

33.6

390.5

1,042.6

617.5

33.6

390.5

1,042.6

1,215.8

768.2

22.6

424.4

1,215.8
1,206.5

751.7

25.1

429.2

1,206.5

年齢別労働力人口構成比の推移（東京）

9.1

7.4

26.6

22.5

20.0

23.1 17.9

19.9

15.8

15.6

7.2

8.7

0 20 40 60 80 100
（％）

2002年
670万人

2007年
711万人

2012年
741万人

2017年
791万人

15～24歳
10.2

45～54歳
20.2

25～34歳
23.8

55～64歳
17.4

35～44歳
25.4

65歳以上
9.3

8.4 21.0 23.3 22.9 14.2 10.1

30 グラフィック  東京の産業と雇用就業  2018



就業構造
東京の雇用就業−就業構造

1
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6

正社員比率は25年前と比べ男女ともに低下

労働者派遣事業所数、年間売上高は
近年横ばいで推移

外国人労働者数は増加傾向

非正規雇用比率は上昇傾向

パート・アルバイト雇用比率は
宿泊業 , 飲食サービス業で最も高い

全国と比べて情報通信業、宿泊業 , 飲食サービス業に
従事する外国人労働者の割合が高い

注 役員を除く雇用者に占める割合。
資料 総務省、東京都「就業構造基本調査」

注 事業所数は、2008 年度以降は各年度３月末現在、 2007 年度以前は各年度３月１ 
日付の値。 14 年度以前の年間売上高は、一般労働者派遣事業と特定労働者派遣事 
業の合計。労働者派遣法の改正に伴い、15 年度以降の値は合計事業所数を記載。

資料 東京労働局「職業安定業務年報」、東京労働局資料
 厚生労働省「労働者派遣事業報告書の集計結果」
 （一社）日本人材派遣協会資料

注 各年 10 月末現在。ベトナムの分類は 2012 年以降。ネパールの分類は 2014 年以降。
G7/8 等は、イギリス、アメリカ、ドイツ、フランス、イタリア、カナダ、ロシア、
オーストラリア、ニュージーランドを表す。

資料 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」
注 10 月末現在。
資料 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況」

注 役員を除く雇用者に占める割合。
資料 総務省、東京都「就業構造基本調査」

注 役員を除く雇用者に占める割合。
資料 総務省「就業構造基本調査」
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求人・求職・失業
東京の雇用就業−求人・求職・失業

1
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完全失業率は７年連続で改善

求人倍率は近年上昇傾向

入職者数は３年連続で離職者数を上回る

東京の就職率は３割弱

新規求人数は医療 , 福祉分野や
宿泊業 , 飲食サービス業で増加傾向

転職入職率は男女ともに若年層で高い

注 年平均値。2011 年の全国の完全失業率は、補完推計値。2011 年及び 2016 年の
東京の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡
及集計した数値を用いている。

資料 総務省、東京都「労働力調査」

資料 東京労働局業務統計

注 ５人以上の常用雇用者を雇用する事業所。
資料 厚生労働省 「雇用動向調査」

注 就職率＝就職者数 / 新規求職者数× 100。
資料 東京労働局、厚生労働省業務統計

注　 新規学卒者を除きパートタイムを含む。
資料 東京労働局業務統計

注 ５人以上の常用雇用者を雇用する事業所。転職入職者は、入職前１年間に就業経験
のある者のことで、「内職」や１か月未満の就業は含まない。

資料 厚生労働省「雇用動向調査」
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賃金・労働時間
東京の雇用就業−賃金・労働時間

1

3
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6

一般労働者の現金給与総額は
金融業 , 保険業で高い

性別や雇用形態による賃金の差は
勤続年数の経過とともに拡大

労働時間は男女ともに20～30歳代で長い

実質賃金指数は長期的に低下傾向

一般労働者の労働時間は
宿泊業 , 飲食サービス業、建設業で長い

年次有給休暇取得率は情報通信業、
学術研究 , 専門・技術サービス業で高い

注 事業所規模 10 人以上。一般労働者の所定内給与額。
資料 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

注 事業所規模 10 人以上。
 一般労働者の所定内実労働時間と超過実労働時間の合計。
資料　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

注 事業所規模５人以上。現金給与総額。
資料 東京都「毎月勤労統計調査」

注 付与日数には繰越日数を含まない。取得日数は平成 28 年（又は平成 27 会計年度）
１年間に実際に取得した日数。対象は常用労働者が 30 人以上の民営企業。

資料 厚生労働省「就労条件総合調査」
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若年者の雇用就業
東京の雇用就業−若年者
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若年者人口に占める就業者の割合は上昇傾向

若年者の完全失業率は全体より高い水準で推移

高校・大学卒業者の就職率は高水準で推移

若年者の有効求人倍率は上昇が続く

大学卒業者に占める就職者の割合は上昇傾向

新規学卒者の３～４割が３年以内に離職

注 15 〜 34 歳を若年者とした。2011 年及び 2016 年の数値については、基準人口の
切替えに伴う変動を考慮し、総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。

資料 東京都「労働力調査」

注 15 〜 34 歳を若年者とした。全体は 15 歳以上すべての年齢階級の計。
資料 東京都「労働力調査」

注 各年３月卒。高校卒は３月末現在、大学卒は４月１日現在。
資料 厚生労働省・文部科学省「大学等卒業者の就職状況調査」
 文部科学省「高等学校卒業者の就職状況に関する調査」

注 各年10月現在。20〜34歳を若年者とした。全体は15歳以上すべての年齢階級の計。
資料 東京労働局「職業安定業務年報」

注 各年３月卒。「一時的な仕事に就いた者」とは、臨時的な収入を目的とした仕事に就
いた者。

資料　 文部科学省「学校基本調査」

注 各年３月卒業。2017 年３月 31 日までに離職した者。
資料 厚生労働省「新規学卒者の離職状況」
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高年齢者の雇用就業
東京の雇用就業−高年齢者

1
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就業者の４人に１人が55歳以上

就業者数は65歳以上で大きく減少

約７割の企業で、希望者全員が
65歳以上まで働ける措置を実施

不動産業 , 物品賃貸業では
55歳以上の就業者が約５割

60～64歳の
完全失業率は長期的に大きく低下

日本の高年齢者の労働力率は
欧米と比較して高い

注 不詳を除く。
資料 総務省「国勢調査」

注 ６月１日現在。常時雇用する労働者が 31 人以上の企業。
資料 東京労働局資料

資料 総務省「国勢調査」

注 全体は 15 歳以上完全失業者総数の完全失業率をさす。2011 年の値は補完推計値。
資料 総務省「労働力調査」

注 国によって統計上の定義、調査方法が異なるため、当該数値を直接比較できない場
合がある。

資料 （独）労働政策研究・研修機構　「データブック国際労働比較」
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注 2011 年及び 2016 年の数値については、基準人口の切替えに伴う変動を考慮し、
総務省統計局が遡及集計した数値を用いている。

資料 東京都「労働力調査」
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女性の雇用就業
東京の雇用就業−女性
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6

女性の就業者数は増加傾向

女性の雇用形態は
40歳代後半以降で非正規が正規を上回る

出産・育児を理由に
求職活動をしていない女性が多い

女性就業者の割合は医療 , 福祉分野で高い

日本の女性労働力率は30歳代で落ち込む

日本の女性管理職の割合は国際的に低い水準

資料 総務省「国勢調査」

資料 総務省「国勢調査」

注 15 〜 24 歳は在学中を除く。
資料 総務省「労働力調査」

資料 東京都「労働力調査」

注 国によって統計上の定義、調査方法が異なるため、当該数値を直接比較できない場
合がある。アメリカ及び 2006 年のスウェーデンは 16 歳以上。

資料 （独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」

注 国によって統計上の定義、調査方法が異なるため、当該数値を直接比較できない場
合がある。

資料 （独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較」
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障害者の雇用就業
東京の雇用就業−障害者

1

3

5

2

4

6

雇用障害者数は増加が続く

雇用障害者数は製造業で最も多い

身体障害者・知的障害者では製造業、
精神障害者ではサービス業の雇用割合が高い

企業規模が大きいほど実雇用率は高い

法定雇用率達成企業の割合は
医療 , 福祉分野で最も高い

精神障害者の求職申込件数、
就職件数はともに年々増加

注 各年６月１日現在の値。制度改正があったため、2010 年以前の値と 2011 年以降
の値は単純に比較できない。

資料 東京労働局資料

注 ６月１日現在の値。
資料 東京労働局資料

注 ６月１日現在の値。その他には、「農・林・漁業」、「鉱業 , 採石業 , 砂利採取業」、そ
の他分類不能の産業が含まれる。

資料 東京労働局資料

注 各年６月１日現在の値。制度改正があったため、2010 年以前の値と 2011 年以降
の値は単純に比較できない。 全企業は、2012 年以前は 56 人以上、2013 年以降
は 50 人以上の規模。「50 〜 299 人」は 2012 年以前は「56 〜 299 人」。

資料 厚生労働省資料、東京労働局資料

注 ６月１日現在の値。
資料 厚生労働省資料

注 都内ハローワークを通じた新規求職申込件数、就職件数。その他は、発達障害者、
難病患者等。

資料 東京労働局資料

民間企業の雇用障害者数の推移（東京）
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注 実雇用率、雇用障害者数については、重度身体障害者又は重度知的障害者は１人を２人に、重度身体障害者又は 重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が 20 時間以
上 30 時間未満の労働者）は１人分として、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者は１人を 0.5 人に相当するものとして算定。（重度以外の
身体障害者及び知的障害者の短時間労働者の算入は 2010 年７月から）
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ライフ・ワーク・バランス
東京の雇用就業−ライフ・ワーク・バランス

1

2

4

3

5

「バランス型」を理想とする従業員が多い一方、現状では「仕事に重点型」となっている従業員が多い

共働き世帯数は、年々増加傾向にある

介護・看護を理由とした離職は、
すべての年代で女性に多い

育児休業取得率は男女間で大きな差がある

多様な働き方の制度導入による効果として、
人材の確保や定着をあげる事業所が多い

注 労働者調査。調査対象は、従業員 100 人以上規模の企業の働き盛り世代（20 〜 40 代優先）を中心とする正社員。
資料 （独）労働政策研究・研修機構「『労働時間管理と効率的な働き方に関する調査』結果および『労働時間や働き方のニーズに関する調査』結果」

注 2007 年 10 月から 2012 年９月までの集計。
資料 総務省「就業構造基本調査」

注 2007、2012 年度はデータなし。事業所調査。
資料 東京都「男女雇用平等参画状況調査」

注 「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者 
（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに
非農林業雇用者の世帯。2011 年は岩手県、宮城県及び福島県を除く。

資料 内閣府「男女共同参画白書」

注 事業所調査。複数回答。
資料 東京都「男女雇用平等参画状況調査」

仕事と生活のバランスの現状と理想（全国、2016年）
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共働き世帯数等の推移（全国）
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多様な働き方に関する制度により得られた効果（東京、2016年度）
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業務の効率化

従業員のモチベーションの向上
多様な人材の活用

業務量の変化への対応
従業員の時間管理能力の向上

企業への帰属意識の向上
賃金の削減

企業イメージの向上
賃金以外の労務コストの削減

年齢別介護・看護を理由とした離職者数、割合（東京、2012年）
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労使関係
東京の雇用就業−労使関係

3

1

5

3

2

6

4労働組合の推定組織率は近年横ばいで推移

労働組合数は減少傾向、組合員数はやや回復

労働相談件数は５万件を超えて推移

労働争議発生件数は長期的に減少傾向

パート労働者の組合員数は増加傾向

労働相談内容は
退職、職場の嫌がらせの割合が上昇

注 労働審判制度は 2006 年に創設。
資料 裁判所資料

注 「その他」は企業規模不明、合同労組等。
資料 東京都「東京レイバーリポート」

注 各年６月 30 日現在。
資料 東京都産業労働局調べ

注 各年６月 30 日現在。推定組織率＝（労働組合員数／雇用者数）× 100。雇用者数
は、全国は総務省「労働力調査」各年６月分の値、東京は 2008 年までは総務省「事
業所・企業統計調査」、2009 年以降は「経済センサス」による雇用者数に、調査年
から当該年までの全国の「労働力調査」による雇用者数変化率を乗じて推計。2011
年の推定組織率は、「労働力調査における東日本大震災に伴う補完推計」の推計値を
用いて計算した値。

資料 東京都、厚生労働省「労働組合基礎調査」

注 各年６月 30 日現在。単位労働組合が対象。
資料 厚生労働省「労働組合基礎調査」

注 東京都労働相談情報センターにおける相談。１件の相談で複数項目にわたる場合は
複数計上。「職場の嫌がらせ」は 2008 年度から掲載。2016 年度の上位５項目を掲載。

資料 東京都「労働相談及びあっせんの概要」
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資料 東京都「労働相談及びあっせんの概要」
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企業規模別労働争議発生件数、参加人数の推移（東京）
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多摩織

東京仏壇

江戸更紗

江戸木版画
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東京の伝統工芸品

東京の農産品・畜産品

東京の伝統工芸品は、長い年月を経て、東京の風土と歴史の中で育まれ、時代を越えて受け継がれた伝統的な技術・技法により作られています。現在、40 品目が東京都伝統工芸品の指定を受けています。
東京の伝統工芸品ホームページ　http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/shoko/dentokogei/japanese/index.html
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